
（１）金銭交付の全容　①②

中央省庁の補助金等交付状況、事業発注状況に関する予備的調査

所管中央省庁名 内閣府

（１）金銭交付の全容
①金銭交付の件数

件

件

803 件

②金銭交付の総額

百万円

百万円

58,625 百万円

備考

調査中

調査中

備考

調査中

調査中

機関名 内閣府本府

平成16年度

平成17年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成18年度



（１）金銭交付の全容　③④

（１）金銭交付の全容
③金銭交付件数の多い相手先団体の名称と件数及び金銭交付総額（上位30団体）
④③の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 金銭交付総額
（件） （百万円）

16

平成17年度
件数 金銭交付総額
（件） （百万円）

17

平成18年度
件数 金銭交付総額 備考
（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1 株式会社電通 39 3,306 11 6
18 2 株式会社三菱総合研究所 28 448 6 6
18 3 株式会社野村総合研究所 21 514 6 6
18 4 富士通株式会社 16 389 33 33
18 5 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 13 130 4 4
18 6 財団法人都道府県会館 12 1,789 1 1
18 7 社団法人新情報センター 11 284 2 0
18 8 財団法人青少年国際交流推進センター 10 231 6 0
18 9 社団法人青少年育成国民会議 9 304 5 2
18 10 社団法人日本広報協会 8 242 5 2
18 11 株式会社リコー 7 86 8 7
18 12 みずほ情報総研株式会社 7 79 1 1
18 13 森ビル株式会社 6 462

- -
相手先から回答
を得られなかっ
た

18 14 社団法人中央調査社 6 78 2 0
18 15 社団法人日本リサーチ総合研究所 6 76 7 0
18 16 日本電子計算機株式会社 5 1,477 4 4
18 17 日本電気株式会社 5 982 44 40
18 18 財団法人日本広報センター 5 373 3 1
18 19 株式会社朝日広告社 5 258 0 0
18 20 富士ゼロックス株式会社 5 225 9 9
18 21 株式会社インターネットイニシアティブ 5 127 2 2
18 22 株式会社毎日広告社 5 123 0 0

国 家 公 務 員 再 就職 者の

調査中

年度

番号

番号 相手先団体の名称

番号 相手先団体の名称

相手先団体の名称年度

年度

備考

調査中

備考



（１）金銭交付の全容　③④

18 23 株式会社エヌ・ティ・ビー映像センター 5 118 0 0
18 24 株式会社博報堂 5 111 5 3
18 25 財団法人あしたの日本を創る協会 5 103 7 3
18 26 財団法人原子力安全技術センター 5 92 17 10
18 27 国立大学法人東京大学 5 69 4 4
18 28 財団法人日本総合研究所 5 50 2 1
18 29 日本テレビ放送網株式会社 4 742

- -
相手先から回答
を得られなかっ
た

18 30 株式会社フジテレビジョン 4 666 6 6



（１）金銭交付の全容　⑤⑥

（１）金銭交付の全容
⑤金銭交付総額の多い相手先団体の名称と件数及び金銭交付総額（上位30団体）
⑥⑤の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 金銭交付総額
（件） （百万円）

16

平成17年度
件数 金銭交付総額

（件） （百万円）
17

平成18年度
件数 金銭交付総額 備考

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1 株式会社遺棄化学兵器処理機構 3 8,186 0 0
18 2 独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構 3 6,679 2 1
18 3 沖縄振興開発金融公庫 1 3,488 3 2
18 4 株式会社電通 39 3,306 11 6
18 5 独立行政法人国民生活センター 2 3,081 2 2
18 6 内閣共済組合 2 2,806

- -
共済組合のた
め

18 7 独立行政法人造幣局 2 2,639 - - 特定独法
18 8 独立行政法人国立公文書館 1 1,869 - - 特定独法
18 9 財団法人都道府県会館 12 1,789 1 1
18 10 日本電子計算機株式会社 5 1,477 4 4
18 11 財団法人沖縄観光コンベンションビューロー 1 1,238 0 0
18 12 日本電気株式会社 5 982 44 40
18 13 商船三井客船株式会社 2 850 0 0
18 14 独立行政法人北方領土問題対策協会 2 846 5 2
18 15 財団法人沖縄県産業振興公社 2 806 0 0
18 16 日本テレビ放送網株式会社 4 742

- -
相手先から回
答を得られな
かった

18 17 社団法人時事画報社 3 724 6 4
18 18 株式会社フジテレビジョン 4 666 6 6
18 19 センチュリ－・リ－シング・システム株式会社 4 636 0 0
18 20 日本無線株式会社 2 552 19 19
18 21 株式会社野村総合研究所 21 514 6 6

年度 番号 相手先団体の名称
備考

年度 相手先団体の名称番号

調査中

調査中

国家公 務 員 再 就職 者の

年度 番号 相手先団体の名称
備考



（１）金銭交付の全容　⑤⑥

18 22 森ビル株式会社 6 462
- -

相手先から回
答を得られな
かった

18 24 富士通株式会社 16 389 33 33
18 25 株式会社読売エージェンシー 1 378 0 0
18 26 財団法人日本広報センター 5 373 3 1
18 27 社団法人青少年育成国民会議 9 304 5 2
18 28 社団法人新情報センター 11 284 2 0
18 29 丸の内運輸株式会社 1 269 1 1
18 30 株式会社朝日広告社 5 258 0 0


	(1)①②
	(1)③④
	(1)⑤⑥

